
田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、ひとり親家庭の継続した養育費の確保を図るため、養育費の取決め

に係る公正証書等の作成等に要する経費について、田原市ひとり親家庭公正証書等作成

促進補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、田原市補助金交付要綱（昭和５１

年４月１日施行）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) ひとり親 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第

１項に規定する配偶者のない女子又は同条第２項に規定する配偶者のない男子であっ

て、現に児童を監護しているものをいう。 

(2) 児童 １８歳に達する日以後最初の３月３１日までの者をいう。 

(3) 養育費 経済的及び社会的に自立していない児童が、自立するまでに要する生活、

教育、医療等に係る経費をいう。 

(4) 公正証書等 強制執行認諾約款を付記した公正証書、確定判決書、調停調書、審判書

その他の養育費に関する債務名義となる文書をいう。 

(5) 養育費の取決めが確定した日 公正証書作成日又は家庭裁判所の調停成立日、審判

確定日、判決確定日若しくは和解成立日をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、本市の住民基本台帳に記

録されており、かつ、交付申請時においてひとり親であって、次の各号のいずれの要件に

も該当する者とする。 

(1) 養育費の取決めの対象となる児童（以下「対象児童」という。）を現に監護・養育し

ていること。 

(2) 養育費の取決めに係る債務名義を有していること。 

(3) 養育費の取決めに係る経費を負担していること。 

(4) 過去にこの要綱と同様の趣旨の他の補助金で国若しくは他の地方公共団体又は公共

的団体の助成制度による財政的支援を受けていない、又は受ける見込みのないこと。 

(5) 市税を滞納していないこと。 

（補助の対象経費及び額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、養育費の取決めに要

する経費のうち、公証人手数料令（平成５年政令第２２４号）に定められた公証人手数料

（養育費の取決めに係る手数料に限る。）、家庭裁判所の養育費請求調停又は夫婦関係調

整調停申立てに要する収入印紙代（養育費に関する取決めを含む場合に限る。）、裁判に

要する収入印紙代（養育費請求の費用に限る。）これらの手続きに要する戸籍謄本等添付

書類取得費用（養育費に関連するものに限る。）及び連絡用の郵便切手代として補助対象

者が負担した費用とする。 

２ 補助金の額は、前項に定める補助対象経費の合計額とし、予算の範囲内で交付する。

ただし、補助金の交付対象者１人当たり２万７，０００円を上限とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、養育費の取決め

に係る公正証書等を作成した日（養育費請求調停の申立てを行った場合は、調停成立日

又は家庭裁判所による審判日、夫婦関係調整調停により養育費の取扱いを定めた場合は、

離婚日）の翌日から起算して６月以内に、田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助

金申請書（様式第１号）を、市長に申請しなければならない。ただし、期日までに申請で



２ 

きない合理的な理由がある場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定による申請には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、公

簿等によって確認することができる場合は、添付書類を省略することができる。 

(1) 申請者及びその監護・養育している児童の戸籍謄本又は抄本及び世帯全員の住民票

の写し 

(2) 補助対象経費の領収書等（申請者がクレジットカードの利用等によりクレジット会

社を介して支払う契約を行った場合は、クレジット契約証明書） 

(3) 公正証書等（債務名義化した文書に限る。） 

(4) 補助金の振込口座が確認できる書類 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

３ 市長は、前項第２号に規定する書類について、次の事項が記載されていることを確認

するものとする。ただし、郵便局及び官公署が発行する領収書については、この限りでな

い。 

(1) 宛先 

(2) 領収年月日 

(3) 領収金額 

(4) 取引内容 

(5) 領収者の住所、氏名及び領収印 

４ 市長は、第２項第３号に規定する書類について、次の事項が記載されていることを確

認するものとする。 

(1) 養育費の取決め 

(2) 強制執行認諾約款（公正証書に限る。） 

５ 市長は、領収書及び養育費の取決めを交わした文書については、確認後に必要に応じ

て写しを取って本人に返却するものとする。 

（留意事項） 

第６条 次の経費については、助成の対象とならない。 

(1) クレジットカードの利用等クレジット会社を介して支払う契約を行う場合、クレジ

ット会社に対する分割払い手数料（金利を含む。） 

(2) 申請時点で未納となっている経費 

（補助金の交付に関する調査） 

第７条 市長は、補助金の交付について必要と認めたときは申請者に対し、報告又は必要

な資料の提示を求めることができる。 

（交付の決定等） 

第８条 市長は、第５条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

交付の可否及び補助額について決定し、田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金

交付決定（却下）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定により交付を決定したときは、補助金の交付の決定を受けた

申請者（以下「交付決定者」という。）が指定する口座に速やかに補助金を振り込むもの

とする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 交付決定者は、第８条の規定による通知を受けた場合において、補助金の交付

の申請を取下げようとするときは、当該通知を受けた日の翌日から起算して１０日以内

に田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付申請取下書（様式第３号）により

申請を取り下げることができる。 

（決定の取消し） 

第１１条 市長は、交付決定者が虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたと認



３ 

めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取消したときは、田原市ひとり親家庭

公正証書等作成促進補助金交付決定取消通知書（様式第４号）により当該交付決定者に

通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けた者に対し、交付し

た補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（適用除外） 

第１３条 補助金の交付については、田原市補助金交付要綱第６条から第１１条までの規

定は、適用しない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、施行の日以降に取決めを交わした文書に係

る費用について適用する。 



様式第１号(第５条関係) 

年 月 日 

田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金申請書 

田原市長 殿 

次のとおり、田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金について、必要書類を添えて申請します。なお、

交付決定に当たり必要な事項の確認のため、個人情報を閲覧することに同意します。 

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 年  月  日 

氏 名  電 話 番 号  

住 所 
（〒   －    ） 

田原市 

区 分 □ 母 子 家 庭  □ 父 子 家 庭 ひ と り 親 と な っ た 日 付 年  月  日 

交 付 を 受 け よ う と す る 補 助 金 の 額  円 ※上限額２万７千円 

補助申請額 

（ 内 訳 ） 

・公証人手数料令に定められた公証人手数料（養育費の取決めに係る手数料に限る。）      円 

・収入印紙代（養育費に関する取決めを含む場合に限る。）      円 

・戸籍謄本等添付書類取得費用（養育費に関連するものに限る。）      円 

（内訳） 

 

・連絡用の郵便切手代      円 

過去の受給

歴の有無等 

該当する項目に✓をつけること。 

□ 私は過去にひとり親家庭公正証書等作成促進補助金を受けたことがありません。 

□ 私は他自治体における同様の趣旨の補助金を受けておらず、受ける見込みもありません。 

□ 転入前の自治体に対し、受給歴を確認することに同意します。 

振込先口座 
金 融 機 関 名  支 店 名  □ 普 通  □ 当 座 

口 座 番 号  口座名義(カタカナ)  

児
童
の
状
況 

氏名 続 柄 生 年 月 日 

フリガナ  

 年 月 日 
 

フリガナ  
 年 月 日 

 

フリガナ  
 年 月 日 

 

（添付資料）公簿等で確認ができる場合は省略可 

 申請者及びその養育している児童の戸籍謄本又は抄本 

 世帯全員の住民票の写し 

 交付対象となる経費の領収書等（申請者が負担した経費に限る） 

 養育費の取り決めをした文書の写し（債務名義化した文書に限る） 

 振込先口座が確認できる書類(通帳の写し等) 

 その他市長が必要と認めるもの 



様式第 2 号（第 8 条関係） 

田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付決定（却下）通知書 

第     号 

年  月  日 

様 

田 原 市 長 

 

    年  月  日付けで申請のありました田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金に

ついては、次のとおり決定（却下）したので通知します。 

 

1 決定 

交 付 決 定 額 円 

振 込 先 口 座 
金 融 機 関 名  支店名  □ 普 通  □ 当 座 

口 座 番 号  口 座 名 義  

 

2 却下 

理由 



様式第３号(第１０条関係) 

年 月 日 

田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付申請取下書 

田原市長 殿 

住所 

氏名 

電話番号 

年  月  日付けで申請した田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金について、

田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付要綱第１０条の規定により申請を取り下げます。 

 

取り下げの理由 



様式第４号（第１１条関係） 

田原市ひとり親家庭公正証書等作成促進補助金交付決定取消通知書 

第     号 

年  月  日 

様 

田 原 市 長 印 

 

このことについて、 年 月 日付け 第 号で交付決定しました田原市ひとり親家庭公正証書等作

成促進補助金については、次の事由により交付決定を取り消すことに決定したので通知します。 

 

取消理由： 


